
一般財団法人 砂防フロンティア整備推進機構 

Ⅰ 法人の概要（平成 25 年 4 月 1 日現在）

1 所 在 地    東京都千代田区平河町 2-7-4 砂防会館別館 6Ｆ 

2 設 立 年 月 日    平成 3 年 10 月 18 日 

3 代 表 者    理事長  森 俊勇 

4 基 本 財 産    400,000 千円 

5 北九州市の出捐金    500 千円（出捐の割合 0.1％） 

6 役 職 員 数 

人    数 

合 計 うち本市からの派遣 うち本市退職者 うちその他 

役 員 8 人 0 人 0 人 8 人 

常 勤 2 人 0 人 0 人 2 人 

非常勤 6 人 0 人 0 人 6 人 

職 員 46 人 0 人 0 人 46 人 

Ⅱ 平成 24 年度事業実績 

平成24年度は、一般財団法人への移行の初年度として、公益目的支出計画に基づく公益目的事業(継続

事業)を実施するとともに、収益事業として定款に基づく調査・研究事業(受託)にも積極的に取り組んだ。 

公益目的事業としては、14件の調査・研究テーマに関する自主研究並びに民間との共同研究を実施し

たほか、「砂防管理情報センター(Sab D-MaC)」において砂防管理関係情報の保守管理に取り組んだ。

また、「木村基金」による助成事業や(財)日本宝くじ協会の助成による砂防ボランティア10団体への「土

砂災害等の調査用車両及び資機材」の配備を進めた他、砂防関連行事への協力・支援等を実施した。 

収益事業としては、従来から実施している「土砂災害防止法(平成13年4月施行)に基づく土砂災害警戒

区域等に係る調査研究」等を引き続き実施した他、土砂災害防止法の改正(平成23年5月施行)を踏まえ、

「大規模な土砂災害に対応した危機管理体制の整備等に関する調査・研究」を推進した。 

その結果、平成24年度における受託業務の事業量については、昨年度よりは4.8％程度下回ったものの、

当初計画を多少上回る事業量を確保した。 

一方、東日本大震災に関する取り組みとしては、被災直後に早期復旧等に資する助言、提言を行った

ところであるが、平成24年7月に「被災地域の応急復旧活動に尽力し、地域住民の生活と社会基盤の安定

に貢献した」として、国土交通大臣よりその功績に対し感謝状が授与された。 

さらに民間と共同開発し、平成15年よりリリースしてきている「土砂災害警戒区域等設定支援システ

ム及び管理システム』に対して、平成24年年10月の情報月間に際し、「土砂災害防止分野における情報

化の促進に多大の貢献があった」として国土交通大臣よりその功績を表彰されたところである。 

今後とも、これらの技術を積極的に浩用し、「土砂災害警戒区域等の指定促進や管理業務」を支援す

るとともに、「地方自治体や国の機関が保有する砂防関連情報のデータベース化等」の業務に積極的に

取り組んでいくこととしている。 

また、平成 22年度に国立大学法人筑波大学大学院に開講した寄附講座の「環境防災学」講座について
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は、平成 24 年度から講座の社会人就学生に対する「奨学金制度」を新たに設け、奨学金の給付を行った

ところであり、平成 25 年度以降も継続的に実施していくこととしている。 

平成 24 年度受託等内訳 （単位：千円） 

委託者等別 件数 受託等金額 

国 土 交 通 省 26 581,868

地方公共団体 44 194,796

民    間 5 13,776

合    計 75 790,440

Ⅲ 平成24年度決算 

1 貸借対照表（総括表） 

平成25年3月31日現在（単位：円） 

科     目 当 年 度 前 年 度 増 減 

Ⅰ 資 産 の 部

1 流 動 資 産 

現 金 預 金 2,738,972 

有 価 証 券 300,000,000 

未 収 金 729,617,950 

貸 倒 引 当 金 ▲ 58,000 

流 動 資 産 合 計 1,032,298,922 

2 固 定 資 産  

⑴ 基 本 財 産  

投 資 有 価 証 券 399,272,640 

定 期 預 金 727,360 

基 本 財 産 合 計 400,000,000 

⑵ 特 定 資 産  

木 村 基 金 437,384,437 

調 査 研 究 開 発 基 金 953,923,365 

役 員 退 職 慰 労 引 当 資 産 27,751,200 

退 職 給 付 引 当 資 産 70,875,828 

特 定 資 産 合 計 1,489,934,830 

⑶ その他固定資産  

建 物 7,530,552 

什 器 備 品 10,149,009 

電 話 加 入 権 921,260 

ソ フ ト ウ ェ ア 122,039,871 

特 許 権 等 2,497,153 

投 資 有 価 証 券 56,132,760 

定 期 預 金 10,173,514 

敷 金 35,149,320 

そ の 他 固 定 資 産 合 計 244,593,439 

固 定 資 産 合 計 2,134,528,269 

資 産 合 計 3,166,827,191 
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Ⅱ 負 債 の 部

1 流 動 負 債 

未 払 金 544,248,802 

未 払 法 人 税 等 70,000 

未 払 消 費 税 等 9,473,600 

賞 与 引 当 金 8,800,000 

前 受 金 81,000 

預 り 金 4,754,420 

流 動 負 債 合 計 567,427,822 

2 固 定 負 債  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 27,751,200 

退 職 給 付 引 当 金 70,875,828 

固 定 負 債 合 計 98,627,028 

負 債 合 計 666,054,850 

Ⅲ 正味財産の部

1 指定正味財産  

寄  附  金 （ 基 本 財 産 ） 400,000,000 

寄  附  金 （ 木 村 基 金 ） 12,600,000 

指 定 正 味 財 産 合 計 412,600,000 

（うち基本財産への充当額） (   400,000,000)

（うち特定資産への充当額） (    12,600,000)

2 一般正味財産 2,088,172,341 

（うち基本財産への充当額） (             0)

（うち特定資産への充当額） ( 1,378,707,802)

正 味 財 産 合 計 2,500,772,341 

3,166,827,191 負債及び正味財産合計 

2 正味財産増減計算書（総括表）          自 平成24年 4月 1日 

至 平成25年 3月31日（単位：円）  

科     目 当 年 度 前 年 度 増 減 

Ⅰ 一般正味財産増減の部

1 経常増減の部 

⑴ 経 常 収 益 

① 基本財産運用益 

基 本 財 産 受 取 利 息 8,400,369

② 木村基金運用益 

木 村 基 金 受 取 利 息 6,439,000

③ 調査研究開発基金運用益 

調査研究開発基金受取利息 7,206,931

④ 事業収益 1,156,236,880

調 査 研 究 開 発 事 業 収 益 543,427,500

情 報 提 供 等 事 業 収 益 48,700

管 理 業 務 補 助 事 業 収 益 313,873,680

特許料等管理業務事業収益 298,887,000

⑤ 受取補助金等 

受 取 民 間 助 成 金 40,635,000

⑥ 雑収益 1,101,729

受 取 利 息 収 益 568,999

雑 収 益 532,730

⑦ 基本財産評価益 

基 本 財 産 評 価 益 25,293,000

⑧ 特定資産評価益 

特 定 資 産 評 価 益 53,783,150

経 常 収 益 計 1,299,096,059

⑵ 経 常 費 用 

① 事業費 1,192,093,744

調 査 研 究 開 発 事 業 費 464,374,744

情 報 提 供 等 事 業 費 86,588,093
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管 理 業 務 等 事 業 費 271,434,537

広 報 事 業 費 64,181,557

技 術 管 理 等 業 務 事 業 費 240,797,409

支 払 寄 附 金 0

建 物 減 価 償 却 費 1,287,031

什 器 備 品 減 価 償 却 費 5,531,610

ソフトウェア減価償却費 47,752,675

特 許 権 等 減 価 償 却 費 81,478

役員退職慰労引当金繰入額 1,131,620

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 9,047,990

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ▲ 115,000

② 管理費 54,699,795

人 件 費 28,736,969

管 理 諸 費 24,668,728

建 物 減 価 償 却 費 14,714

什 器 備 品 減 価 償 却 費 63,849

ソフトウェア減価償却費 25,145

役員退職慰労引当金繰入額 238,380

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 952,010

③ 特定資産評価損 

特 定 資 産 評 価 損 0

経 常 費 用 計 1,246,793,539

当 期 経 常 増 減 額 52,302,520

2 経常外増減の部 

⑴ 経 常 外 収 益 

特 許 権 等 振 替 額 0

経 常 外 収 益 計 0

⑵ 経 常 外 費 用 

什 器 備 品 除 却 額 15,609

経 常 外 費 用 計 15,609

当 期 経 常 外 増 減 額 ▲ 15,609

税引前当期一般正味財産増減額 52,286,911

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 70,000

当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額 52,216,911

一 般 正 味 財 産 期 首 残 高 2,035,955,430

一 般 正 味 財 産 期 末 残 高 2,088,172,341

Ⅱ 指定正味財産増減の部

基 本 財 産 運 用 益 8,407,422

木 村 基 金 運 用 益 172,328

一 般 正 味 財 産 へ の 振 替 額 ▲ 8,579,750

当 期 指 定 正 味 財 産 増 減 額 0

指 定 正 味 財 産 期 首 残 高 412,600,000

指 定 正 味 財 産 期 末 残 高 412,600,000

Ⅲ 正味財産期末残高 2,500,772,341

Ⅳ 平成25年度事業計画 

平成25年度は、前年度に引き続き公益目的支出計画に基づく公益目的事業(継続事業)を着実に実施す

るとともに、定款に基づく調査・研究項目に関する収益事業にも積極的に取組むこととする。 

公益目的事業としては、定款に基づく先導的な調査・研究テーマに関する自主研究並びに民間との共

同研究を積極的に実施するとともに、「砂防管理情報センター(Sabo D-MaC)」において砂防関連情報の

保守管理に取組む。また、「木村基金」による助成事業、(財)日本宝くじ協会の助成による砂防ボラン

ティア団体への「土砂災害等の調査用車両及び資機材」の配備を計画的に進める他、砂防関連行事への

協力・支援等を幅広く実施する。 
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収益事業としては、 

・土砂災害防止法(平成13年4月施行)に基づく土砂災害警戒区域等に関る調査研究 

・中山間地域における地域防災力の向上方策に関する調査・研究 

・砂防設備の登録有形文化財等への登録とその保全・利活用方策に関する調査・研究 

・砂防関係施設の長寿命化・機能向上方策等に関する調査・研究 

などを重点的に実施するとともに、改正された土砂災害防止法(平成23年5月施行)を踏まえ、「大規模な

土砂災害に対応した危機管理体制の整備等に関する調査・研究」を強力に推進する。 

また、引き続き東日本大震災(平成23年3月11日)並びに台風12号(平成23年9月)による紀伊山系の大規

模土砂災害の被災地の復興に関して、積極的な取り組みを行うとともに、深層崩壊に対する中山間地の

危機管理方策に関する検討に取り組む。 

一方、民間と共同開発した「土砂災害警戒区域等設定支援システム及び管理システム」などの技術を

積極的に活用し、「土砂災害警戒区域等の指定促進や管理業務」を支援するとともに、「地方自治体や

国の機関が保有する砂防関連情報のデータベース化等」の業務にも積極的に取組む。 

さらに、平成22年度に寄附講座として開講した国立大学法人筑波大学大学院の「環境防災学」講座に

ついて積極的な支援を行う。 

Ⅴ 平成 25 年度予算

1 収支予算書                  自 平成25年 4月 1日 

至 平成26年 3月31日（単位：千円）  

科     目 当 年 度 前 年 度 増 減 

Ⅰ 一般正味財産増減の部

1 経常増減の部 

⑴ 経 常 収 益 

① 基本財産運用益 

基 本 財 産 受 取 利 息 8,400 6,700 1,700

② 特定資産運用益 13,400 10,700 2,700

木 村 基 金 受 取 利 息 6,400 5,100 1,300

調査研究開発基金受取利息 7,000 5,600 1,400

③ 事業収益 1,060,050 1,080,100 ▲ 20,050

調 査 研 究 開 発 事 業 収 益 510,000 450,000 60,000

管 理 業 務 等 事 業 収 益 340,000 370,000 ▲ 30,000

特許料等管理業務事業収益 210,000 260,000 ▲ 50,000

情 報 提 供 等 事 業 収 益 50 100 ▲ 50

④ 受取補助金等 

受 取 民 間 助 成 金 40,000 40,000 0

⑤ 受取寄附金 

受 取 寄 附 金 100 100 0

⑥ 雑収益 350 300 501

受 取 利 息 収 益 300 240 60

雑 収 益 50 60 ▲ 10

経 常 収 益 計 1,122,300 1,137,900 ▲ 15,600

⑵ 経 常 費 用 

① 事業費 1,162,000 1,148,000 14,000

公益目的事業 167,000 130,000 37,000

情 報 提 供 等 事 業 費 97,000 75,000 22,000

広 報 事 業 費 70,000 55,000 15,000

収益事業等 995,000 1,018,000 ▲ 23,000

調 査 研 究 開 発 事 業 費 479,000 430,000 49,000

管 理 業 務 等 事 業 費 316,000 339,000 ▲ 23,000

–  215  –



技 術 管 理 等 業 務 事 業 費 199,000 249,000 ▲ 50,000

寄 附 金 1,000 0 1,000

② 管理費 59,000 51,000 8,000

人 件 費 36,000 31,000 5,000

管 理 諸 費 23,000 20,000 3,000

経 常 費 用 計 1,221,000 1,199,000 22,000

当 期 経 常 増 減 額 ▲ 98,700 ▲ 61,100 ▲ 37,600

2 経常外増減の部 

⑴ 経 常 外 収 益 

経 常 外 収 益 計 0 0 0

⑵ 経 常 外 費 用 

経 常 外 費 用 計 0 0 0

当 期 経 常 外 増 減 額 0 0 0

税引前当期一般正味財産増減額 ▲ 98,700 ▲ 61,100 ▲ 37,600

法人 税等、 住民税 及び事業税 70 70 0

当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額 ▲ 98,770 ▲ 61,170 ▲ 37,600

一 般 正 味 財 産 期 首 残 高 1,974,785 2,035,955 ▲ 61,170

一 般 正 味 財 産 期 末 残 高 1,876,015 1,974,785 ▲ 98,770

Ⅱ 指定正味財産増減の部

当 期 指 定 正 味 財 産 増 減 額 0 0 0

指 定 正 味 財 産 期 首 残 高 412,600 412,600 0

指 定 正 味 財 産 期 末 残 高 412,600 412,600 0

Ⅲ 正味財産期末残高 2,288,615 2,387,385 ▲ 98,770

Ⅵ 役 員 名 簿

平成 25 年 7 月 1 日現在 

役 職 名 氏    名 備     考 

理 事 長（常 勤） 森  俊 勇  

副理事長（非常勤） 金 盛  弥 元大阪府副知事 

理  事（非常勤） 阿  部  伸 一 郎 セントラル建設㈱ 代表取締役社長 

理  事（常 勤） 亀  江  幸  二  

理  事（非常勤） 菅 家 洋 一 会津土建㈱ 取締役社長 

理  事（非常勤） 高 橋 俊 一 三好内外国特許事務所所長兼ＣＥＯ 

理  事（非常勤） 水 山 高 久 京都大学大学院教授 

監  事（非常勤） 髙 梨 智 弘 ㈱日本総合研究所フェロー 
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